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福島県自転車利用に関する安全・安心条例（仮称） 

制定の必要性について 

 

１ 条例制定を必要とする背景  
 

（１）自転車活用推進法【H28 法律第 113 号, H29.5 施行】 

 

○ 自転車の活用を総合的・計画的に推進するための基本法として制定。 

○ 基本理念は以下の４点（法第二条）。 

• 自転車は、二酸化炭素等を発生せず、災害時において機動的。 

• 自動車依存の低減により、健康増進・交通混雑の緩和等、経済的・社

会的な効果。 

• 交通体系における自転車による交通の役割の拡大。 

• 交通安全の確保。 

 

（基本理念） 

第二条 自転車の活用の推進は、自転車による交通が、二酸化炭素、粒子

状物質等の環境に深刻な影響を及ぼすおそれのある物質を排出しない

ものであること、騒音及び振動を発生しないものであること、災害時に

おいて機動的であること等の特性を有し、公共の利益の増進に資するも

のであるという基本的認識の下に行われなければならない。 

２ 自転車の活用の推進は、自転車の利用を増進し、交通における自動車

への依存の程度を低減することが、国民の健康の増進及び交通の混雑の

緩和による経済的社会的効果を及ぼす等公共の利益の増進に資するも

のであるという基本的認識の下に行われなければならない。 

３ 自転車の活用の推進は、交通体系における自転車による交通の役割を

拡大することを旨として、行われなければならない。 

４ 自転車の活用の推進は、交通の安全の確保を図りつつ、行われなけれ

ばならない。 
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○ 自転車活用推進法では、地方公共団体の責務として、国と適切に役割

分担し、実情に応じた施策を実施すること、と規定する（法第四条）。 

 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自転車の活用の推進に関

し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の実情

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、情報の提供その他の活動を通じて、基本理念に関す

る住民の理解を深め、かつ、その協力を得るよう努めなければならない。 

 

 

 

○ 自転車活用推進法では、都道府県の区域の実情に応じた「都道府県自

転車活用推進計画」を定めるよう努めること、と規定する（法第十条）。 

 

（都道府県自転車活用推進計画） 

第十条 都道府県は、自転車活用推進計画を勘案して、当該都道府県の区

域の実情に応じた自転車の活用の推進に関する施策を定めた計画（次項

及び次条第一項において「都道府県自転車活用推進計画」という。）を定

めるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、都道府県自転車活用推進計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 
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（２）自転車活用推進計画【H30.6 閣議決定】 

 

○ 自転車活用推進法に基づいて、国の責務等を明らかにし、及び自転車

の活用の推進に関する総合的かつ計画的な推進を図るため定めるもの。 

 

○ 我が国の自転車の活用に推進に関して基本となる計画として位置付け

られるものである。 

 

○ 計画期間：長期的な展望を視野に入れつつ、R2 年度まで。 

 

○ 目標は以下の４点 

① 自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成 

② サイクルスポーツの振興等による活力ある健康長寿社会の実現 

③ サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現 

④ 自転車事故のない安全で安心な社会の実現 

 

○ 自転車活用推進本部（国土交通省）では、「地方版自転車活用推進計画」

の策定を促進するため、計画を検討する際の手順や策定手法等を整理し

た「策定の手引き」を公開。 

 

（「策定の手引き」概要） 

【国の推進計画の目標達成に向けて検討が必要な施策】 

■目標１ 自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成 

施策１  自転車通行空間の計画的な整備推進 

施策２  路外駐車場等の整備及び違法駐車取締りの推進 

施策３  シェアサイクルの普及促進 

施策４  地域のニーズに応じた駐輪場の整備推進 

施策５  自転車の IoT 化の促進 

施策６  まちづくりと連携した総合的な取組の実施 

 

■目標２ サイクルスポーツの振興等による活力ある健康長寿社会の実現 

施策７  国際規格に合致した自転車競技施設の整備促進 

施策８  サイクルスポーツ振興の推進 

施策９  自転車を活用した健康づくりの推進 

施策１０ 自転車通勤等の促進 

 

■目標３ サイクルツーリズムの推進による観光立国の実現 

施策１１ 国際的なサイクリング大会等の誘致 

施策１２ 世界に誇るサイクリング環境の創出 



資料１ 

4 

 

■目標４ 自転車事故のない安全で安心な社会の実現 

施策１３ 安全性の高い自転車普及の促進 

施策１４ 自転車の点検整備の促進 

施策１５ 自転車の安全利用の促進 

施策１６ 学校における交通安全教育の推進 

施策１７ 自転車通行空間の計画的な整備推進（施策１と同様） 

施策１８ 災害時における自転車活用の推進 

 

■その他．保険などの加入義務を促進させる取組の推進 

自転車損害賠償保険等の加入促進を図るために、条例等による保険へ

の加入義務化等を検討する。 
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（３）福島県自転車活用推進計画【R2.3 策定】 

 

○ 自転車活用推進法第十条に基づき策定する本県の自転車活用の推進に

する基本計画である。 

 

○ 計画の期間：R2 年度～R6 年度まで 

 

 

○ 計画目標と主要施策は以下のとおり。 

 

【目標１】誰もが快適に自転車利用ができる良好な自転車走行環境づくり 

（担当：土木部、県警本部） 

施策１ 誰もが利用しやすい自転車走行空間の計画的な整備と適切な維

持管理 

施策２ 自転車利用の利便性向上のための情報発信 

施策３ 生活道路における通過交通の抑制等、総合的な取組の推進 

 

 

【目標２】サイクルスポーツの振興や自転車の日常利用による県民の健康

増進            （担当：生活環境部、保健福祉部、土木部） 

施策１ サイクルスポーツの振興や自転車の日常利用による健康づくり

の推進 

施策２ 交通手段変更等による環境負荷低減（CO2 排出の抑制）の推進 

 

 

【目標３】サイクルツーリズム（自転車観光）推進によるにぎわいのある

観光地域づくり  （担当：企画調整部、生活環境部、商工労働部、土木部） 

施策１ サイクルツーリズムを活用した観光・地域振興の促進 

施策２ サイクリスト受入のための情報発信 

施策３ サイクリスト受入のための環境整備 

 

 

【目標４】自転車利用に関する安全意識の向上による交通の安全・安心の

確保            （担当：生活環境部、土木部、教育庁、県警本部） 

施策１ 交通安全意識の向上に資する安全教育・広報啓発活動の推進 

施策２ 学校や地域における自転車利用の交通安全確保の推進 

施策３ 安心した自転車利用のための自転車関連保険等への加入促進 
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（４）まとめ  

 

○ 自転車交通の役割拡大が期待されている。 

 

○ 自転車は環境負荷の低い交通手段であり、公共の利益の増進に資する

ものであるという認識の下、自転車の活用を図る必要がある。 

 

○ 本県では、運動不足等により子どもの肥満、大人のメタボリック症候

群の割合が高い傾向※となっており、健康増進の観点からも、自転車の

活用は有効であると考えられる。 
 

※ 学校保健統計調査（文部科学省）、特定健康診査・特定保健指導・メタボリックシン

ドロームの状況（厚生労働省） 

 

 

○ 一方で、自転車の活用は、交通の安全確保を図りつつ、進められる必

要がある。 

・ 自転車の安全で適正な利用の促進のためには、子どもや高齢者を含め

た利用者に対して、交通ルールの周知及び安全教育に取り組む必要があ

る。 

・ 件数は少ないものの、自転車利用者（子どもを含む）が加害者となる

交通事故が発生しており、加害者側に高額な賠償命令が出されるケース

も見られる。 

 

 

 

 

 

 
 

● 自転車の活用推進と、自転車の交通安全の確保は、車の両輪として取

り組むべき課題である。 
 

● 自転車が安全に通行し、安心して暮らすことができる社会を実現する

ため、自転車の適正な利用と、自転車交通安全の実現を柱とした条例制

定に向け、検討を進めていく。 
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２ 参考情報  
 

（１）自転車加害事故の発生状況  

   福島県内では、自転車加害事故、人身事故発生件数ともには減少傾

向となっている。 

   加害者年代別では、１８歳以下の若年者（通学利用）、７０歳以上の

高齢者（認知能力低下）が多い。 

 

 自転車加害事故 

（福島県内） 

人身事故 

（福島県内） 

発生率 

H28 年 

H29 年 

H30 年 

R01 年 

R02 年 

 

３１件 

３１件 

２６件 

２６件 

１９件 

５，８０２件 

５，５８８件 

４，５９２件 

３，９１９件 

３，２６６件 

０．５％ 

０．６％ 

０．６％ 

０．７％ 

０．６％ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：福島県警察本部】 

 

 

  



資料１ 

8 

 

（２）自転車加害事故に対する高額な賠償命令の事例  
 

   件数は少ないものの、自転車加害事故による高額賠償命令が出され

ている。加害者が未成年であって「責任能力」が認められない場合は、

保護者等の監督責任者が責任を負う。 

 

○ 賠償額 9,521 万円（神戸地方裁判所 H25.7 判決） 

・ 加害者 小学生（11 歳） 

・ 被害者 女性（62 歳） 

・ 事故概要：夜間、帰宅中無灯火で自転車運転、歩行中の被害者と

正面衝突、被害者は頭蓋骨骨折等の重傷、意識が戻らない後遺障害。 

 

 ○ 賠償額 9,266 万円（東京地方裁判所 H20.6 判決） 

・ 加害者 高校生 

・ 被害者 男性（24 歳） 

・ 事故概要：昼間、車道を斜め横断、対向車線を自転車で直進して

きた被害者と衝突、被害者は言語機能が戻らない後遺障害。 

 

 ○ 賠償額 4,746 万円（東京地方裁判所 H26.1 判決） 

  ・ 加害者 男性（46 歳） 

  ・ 被害者 女性（75 歳） 

・ 事故概要：加害者（自転車）が信号表示を無視して交差点進入し、

青信号で横断中の被害者（歩行者）と衝突、被害者は頭部を強打し、

5 日後に死亡。 

 

 

（３）自転車損害賠償保険の加入率  
 

   福島県内の自転車利用の割合は約 7 割、うち保険加入割合は約 5 割

に止まっている（利用者 2 人に 1 人は未加入）。 

 

 ○ 県民の声ミニアンケート結果（R3.2 実施, 有効回答数 1,119 人） 

     自転車を利用する  ６６．０％ 

（うち保険加入割合  ４８．２％） 

 

 ○ ａｕ損害保険調査（R3.3 公表） 

     福島県内加入割合  ４８．６％（全国３０位） 

     全国平均      ５９．５％ 

    （条例義務化した地域 ６２．２％） 

 



資料１ 

9 

（４）他都道府県の条例制定状況  

   令和 3 年 3 月 31 日現在、32 都道府県にて「自転車利用に関する条

例」を制定済。 

 

都道府県 制定 主な内容 

北海道 

青森県 

宮城県 

山形県 

H30.3 

R3.3 

R2.7 

R1.12 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

茨城県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

R1.6 

H26.12 

H23.12 

H28.10 

H25.3 

H30.3 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、＊＊＊＊、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

富山県 

山梨県 

長野県 

静岡県 

愛知県 

三重県 

H31.3 

R2.3 

H31.3 

H31.3 

R3.3 

R3.3 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

滋賀県 

京都府 

大阪府 

兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

H28.2 

H19.10 

H28.4 

H27.3 

R1.10 

H31.3 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

鳥取県 

徳島県 

香川県 

愛媛県 

高知県 

H28.10 

H27.11 

H29.10 

H25.2 

H30.10 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（努力・＊＊） 

福岡県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

R2.4 

H27.3 

R2.12 

R2.10 

H29.3 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

各主体の責務、安全教育、保険加入（＊＊・義務） 

 
 


